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衛星を利用した気象通信の検討

A study of the meteorological data communication

　　　　　　　networkwith a satellitelink

　　高橋　達雄＊

Tatsuo Takahashi

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract

　　Satellitecommunication systems today make great stridesbecause of their flexibleapplica-

tions, such as broadcasting servicesand data communication services.

　　Especially, a ｖＳＡＴ（ｖｅｒｙSmall Aperture Terminal) system using small scale earth

stationsis very attractivesystem as ａnew style satellitecommunication. The VSAT system is

optimum system for connecting many remote terminals which scattered over ａwide geographi-

cal area with their host computer system.

　　In this paper, ａcase study of the date communication network system for meteorological

services and their future possibilitiesare described.

１。まえがき

　衛星通信が実用化されて以来約20年が経過し、その

間インテルサットによる国際衛星通信や、インマル

サットによる海事衛星通信などにより、衛星通信の利

用範囲は拡大してきている。

　衛星通信は、同報性、広域性及び通信コストが距離

に依存しない等の特長を有しており、これらを生かし

て送信：受信が、１：ｎ、ｎ：ｎ、ｎ：１となるよう

な回線を容易に構成することができる。最近では、衛

星の性能向上、衛星回線（中継器）使用料の低下とも

あいまって、ＶＳＡＴ（ｖｅｒｙSmall Aperture Termi-

ｎａＤと呼ばれる超小型衛星通信用地球局を用いた衛星

通信網が米国、日本などで急速に展開されてきており、

国際的な規格統一の動きも活発である。

　本稿では、気象通信の特徴を踏まえ、このＶＳＡＴシ

ステムを応用して、気象データの伝送を衛星回線で行

う場合の、通信方式、ネットワーク構成等について検

討を行ったので紹介する。

２．衛星通信の特徴

　衛星を利用した通信ネットワークを構成するにあ

たって、衛星通信の有効性及び固有の問題等について

検討を行った。

２。１　衛星回線の有効性

　衛星回線には以下のような有効性がある。

　１）同報回線に有効

　　　データを多数の局へ同時に伝送する場合に適し

　　ている。

　２）広範囲な通信が可能

　　　衛星通信においては、通信距離や地形に関係な

　　く高品質な回線が確保出来るので、サービスエリ

　　アが広範囲になる。

　３）耐災害性がある

　　　自然災害等によって地上通信系が破壊された場

　　合でも、衛星回線を利用することによって安定し

　　た通信回線が確保できる。

　４）広帯域伝送が可能

　　　高速で大容量のデータを高品質で伝送すること

　　ができるので、画像及びデータ通信等に適してい

　　る。

　５）マルチプルアクセスが容易

　　　周波数分割方式（ＦＤＭＡ）及び時分割方式

　　　（ＴＤＭＡ）等のマルチプルアクセスを用いて、広

　　範囲に点在した多数局との間で、効率良く自由に

　　通信を行うことが出来る。

　６）ネットワークの構築が容易
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　　座に通信を始めることが出来るので、ネットフー

　　クの構築及び拡張が容易である。

２．２　衛星通信固有の問題と対策

　衛星通信を行う場合、回線品質に影響を与える要因

として、次の様なことが考えられる。

　１）人工衛星の食

　　　衛星と太陽の間に地球が入る期間を人工衛星の

　　食といい、年２回、春分・秋分時前後に発生する。

　　食の期間中は、衛星の太陽電池から電力が供給さ

　　れなくなるので、蓄電池（バッテリー）電源のみ

　　となり、この間の衛星運用は特別な形態をとらな

　　ければならない。しかし、最近では大容量のバッ

　　テリーを搭載することが可能となってきたので、

　　最大食時でも負荷電力量を十分まかなえる様に

　　なった。

　２）太陽雑音妨害

　　　春分と秋分のころ数日間、太陽が衛星の後方を

　　通過するとき、地球局のアンテナの視野内に太陽

　　が入り、受信機の雑音入力が増加し、回線品質が

　　低下する。このため最悪時には、回線断となるこ

　　とも予想される。しかし、太陽雑音妨害を受ける

　　時間は１日数分間であるので、太陽雑音妨害につ

　　いて地球局のアンテナパターン及び回線マージン

　　等を十分考慮すれば、回避することは可能である。

　３）降雨減衰

　　　降雨による電波の減衰は、比較的低い周波数で

　　はほとんど問題にならないが、数ＧＨｚ以上の周波

　　数においては大きな問題となる。現在、ＶＳＡＴシ

　　ステムで使用されている周波数帯（Ｋｕバンド:

　　12/14GHz)では、降雨強度が50mm/hの場合、約2

　　dB/kmの減衰を受けることが予想されている。こ

　　のため、回線設計を行う際は、その地域における

　　降雨量を考慮した回線マージンをとる必要がある。

　４）シンチレーション

　　　太陽活動の活発化により、電離層内の電子密度

　　等が不規則となり、そこを電波が通過するとこの

　　影響を受け、受信レベルが大きく変動する。しか

　　し、運用に支障をきたすものは極めて少なく、回

　　線設定を行う際、シンチレーションについて回線

　　マージン等を十分に考慮すれば、その影響を軽減

　　することができる。

　５）伝送遅延

　　　地球局から衛星までの距離が約38､000kmあるた

　　め、往復で約0.25秒の伝送遅延が生じる。しかし、

　　ディジタル伝送の場合はプロトコル変換等を行う

　　ことにより、伝送遅延をほとんど吸収することが

　　できる。

２．３　衛星通信の経済性

　衛星通信は、ポイントーポイント（１：１）通信の

分野において、地上回線（光ファイ八通信）と比較さ

れる。通信コストを表す場合、光ファイ八通信は、伝

送容量と伝送距離の関数で表され、衛星通信は、伝送

容量だけの関数で表される。 Fig. 1は、衛星通信と光

ファイ八通信の適用領域を伝送容量と伝送距離の関係

を表したものである。この図から光ファイ八通信は、

伝送容量が大きい場合、衛星通信は伝送容量が小さく

長距離の場合に有利であるといえる。

　ポイントーポイント通信の経済性比較では、衛星通

信の特長が十分生かされていないため、光ファイ八通

信のほうが有利に見られる傾向がある。しかし、衛星

通信は、ネットワークを構成する局数が多くなると通

信コストが低下するので、ポイントーマルチポイント

　（１：ｎ）分野では、衛星通信の方が有利であるとい

える。一般に、衛星を用いて通信回線を構成する場合、

全システムのなかで衛星コストの占める割合が大きい

ので、衛星コストの低減が衛星通信の利用を拡大する

うえで重要となる。
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Fig. 1　Applicable bounds of SatelliteCommunica-

　　　　tion and Optical Fiber Communication

３。衛星通信方式の検討

３．１　多元接続

　衛星通信において、複数の地球局が１つの中継器を
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介して同時にそれぞれ別々の通信路（回線）を設定す

ることを多元接続(Multiple Access)という。多元接

続方式は、周波数分割方式（ＦＤＭＡ）と時分割方式

　（ＴＤＭＡ）が一般的である。

　１）周波数分割多元接続方式（ＦＤＭＡ）

　　　この方式は、各地球局にそれぞれ異なった周波

　　数を割当て、衛星内の１つの中継器を共有する方

　　式であり、現在最も広く用いられている。この方

　　式では中継器が複数の搬送波を同時に増幅するた

　　め、中継器の振幅特性及び位相特性の非直徐陸に

　　より、混変調雑音を生じ伝送特性が劣化する。こ

　　のため、中継器の動作点を飽和点よりも十分小さ

　　くして混変調を許容される値以下に抑えなければ

　　ならず、衛星電力を効率的に使用することが出来

　　ない。

　　　しかしこの方式では、各チャンネルにそれぞれ

　　独立したキャリヤを割当てるため、チャンネル割

　　当てに柔軟性があり、通信容量の少ない多数の地

　　球局によって構成される通信に適している。

　２）時分割多元接続方式（ＴＤＭＡ）

　　　この方式は、共通の搬送波を特った多数の地球

尚=＝

局が、時分割で衛星中継器を共有する方式であり、

中継器を原理的に飽和点で動作させることができ

るので、衛星電力の有効利用が図れる。 Fig. 2に

示すようにＴＤＭＡによる信号の伝送は、TDMA

フレームと呼ばれる時間を周期とし、各局は、そ

のフレーム内で自局に割当てられた時間（タイム

スロット）に、ＴＤＭＡバーストと呼ばれる信号を

送信する。ＴＤＭＡバーストはタイムスロットが厳

密に制御されており、高度のバーストタイミング

をとる必要がある。これをバースト同期といい、

ＴＤＭＡ方式における基本的機能である。各地球局

が正しくバースト同期をとるために、地球局の中

の１局を基準局に指定し、この局から発射される

基準バースト信号を、他の地球局が受信すること

によって、ＴＤＭＡフレームの始まりがわかる。ま

た、各地球局におけるデータの受信は、フレーム

同期とバースト同期をとり、いくつかのバースト

信号の中から自局で必要なデータのみを取り出す

方式である。

　表－１にＦＤＭＡとＴＤＭＡの特長を示す。

(MASTER STATION)

Fig.２　Conceptof TDMA
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表－１　ＦＤＭＡとＴＤＭＡの比較

通信方式 長　　　所 短　　　所

FDMA
・衛星へのアクセスが容易である。

・回線割り当てに柔軟性がある。
・衛星中継器の群遅延歪みによる影響が少ない。

・地球局設備が経済的である。

・多くの搬送波を同時に増幅するので混変調による

　影響が大きい。
・混変調の影響を抑えるため、衛星電力の有効利用

　が図れない。
・地球局のE I RPを厳しく管理する必要がある。

TDMA
・混変調による影響が少ない。
・地球局の送信E IRP変動許容範囲広い。

・衛星中継器を飽和状態で使用出来るので衛星電

　力の利用効率が良い。
・衛星中継器の帯域幅が少なくてすむ。

・送信バースト時間を厳しく管理する必要がある。
・地球局の設備が複雑になる。

Ｈ　　Ｕ　　Ｂ

VSAT- 1

VSAT- 2

VSAT-N

Ｈ　　Ｕ　　Ｂ

Ｖ　Ｓ　Ａ　Ｔ

Fig. 3　Random access mode transmission

刄

SHORT DATA

CASE

LONG DATA

CASE

REMAINING DATA

Fig. 4　Reservation mode transmission
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FRAME

ＯＵＴＢＯＵＮＤ（ＴＤＭ）

SATELLITE CHANNEL PACKET （OUTBOUND）

ＩＮＢＯＵＮＤ（ＴＤＭＡ）

FRAME TIMING ＆CONTROL

　　　　FIELD

FCS : Frame Check Sequence

5　: Unique Word

　　SATELLITECHANNELPACKET（INBOUND）

Fig. 5　AA/TDMA frame format and packet format

３。２　回線の割当方式

　衛星通信において、各地球局が使用する回線の割当

方法は、予め回線を専用として割当てておく固定割当

方式(Pre-Assignment又はFixed-Assignment)と、

通信を行う時だけ回線を割当てる予約方式(Demand

-Assignment)等があり、次の様な方式が一般的に使用

されている。

　１）固定割当方式

　　　ＦＤＭＡでは、各地球局に対してあらかじめ専用

　　のチャンネルを割当てる方式で、各チャンネルに

　　はそれぞれ独立した搬送波が使用される。（ＳＣ

　　PC : Singl channel per carrier)この方式は、チャ

　　ンネル割当に柔軟性があるが、局数が多くなると

　　広帯域の衛星中継器が必要となる。

　　　ＴＤＭＡでは、各地球局に対して予めタイムス

　　ロットを固定的に割当る方式で（ＰＡ/ＴＤＭＡ:

　　Pre -assignment ＴＤＭＡ）､送信したデータの衝突

　　は発生しないが、地球局のデータの有無にかかわ

　　らずタイムスロットが割当てられるので、回線の

-

13－

　使用率が低くなる。

２）予約方式

　　予約方式は、ＤＡＭＡ（Ｄｅｍａｎｄ　Assignment

　Multiple Access)と呼ばれ、一般的にＴＤＭＡで

　用いられている。この方式では、各地球局で送信

　するデータが発生すると、そのデータを送信する

　ために必要なタイムスロットを基準局に要求し、

　基準局からタイムスロットの割当てを受けた後、

　データを割当られたタイムスロットに送信する。

　　また、基準局は予約に間する情報をすべての地

　球局に対して伝え、各地球局は、既に割当られて

　いるタイムスロットヘは送信をしない。このため、

　送信したデータは衝突なく伝送され、回線の使用

　率を上げることができる。しかし伝送遅延は、予

　約のやりとりを行う分だけ長くなり、最小でもタ

　イムスロットの割当要求、割当及び実際のデータ

　送信の３ホップ分の時間が必要になる。

３）ランダムアクセス方式

　　ランダムアクセス方式はＴＤＭＡで用いられ､各
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　地球局で送信するデータが発生次第、ＴＤＭＡフ

　レームにデータを送信する方式である。(Fig. 3)

　　したがって、複数の地球局が同じタイムスロッ

　トにデータを送信した場合はデータの衝突が生じ、

　この場合は地球局側でデータの再送が必要になる。

　この方式は、トラッヒック量が少ない場合、衝突

　確率が低く、伝送遅延を少なくすることができる

　ので、伝送遅延の少ないことが要求される場合に

　有効である。

４）ＡＡ／ＴＤＭＡ

　　ＡＡ／ＴＤＭＡ（Ａｄａｐｔｉｖｅ Assignment ＴＤＭＡ）

　方式は、上述のランダム方式と予約方式を複合し

　た方式で、基準局から各地球局への回線（アウト

　バンド回線）は、時分割多重の回報回線で、各地

　球局から基準局への回線（インバウンド回線）は、

　ＴＤＭＡで各地球局からデータが送信される。この

　方式では、ランダムアクセス方式及び予約方式の

　どちらでデータが衛星回線に送信されるかは、

　データの長さによって各地球局で自動的に選択さ

　れる。

　　データの長さが１タイムスロット以下の場合は、

　ランダムモードで送信される。データ長が１タイ

　ムスロットより長い場合は、データを１タイムス

　ロット長単位に分割し、その先頭バケットでは、

　１タイムスロット分のデータに残りのデータを送

　信するために必要なタイムスロット数を付加した

　ものを、ランダムアクセスモードで送信する。

　　(Fig. 4)基準局は要求されたタイムスロットの

　割当てを行い、割当てたタイムスロットを地球局

　に伝える。割当てを受けた地球局は、そのタイム

　スロットに残りのデータを送信する。

　　ＡＡ／ＴＤＭＡのフレームフォーマット及びデー

　タフォーマットをFig. 5に示す。

４．ＶＳＡＴシステム

　ＶＳＡＴシステムは、広範囲に点在したコンピュータ

端末と中央のホストコンピュータとの間で、衛星を介

して効率的な通信回線を構成することを目的として開

発されたものである。近年企業内のコンピュータ通信、

銀行・金融機関等のオンライン業務及びテレメータ等、

広範囲に利用されている。このシステムは、基本的に

バケット通信システムであり、既存のコンピュータ

ネットワークを置き換えるため、従来使われている各

種のデータ通信プロトコルをサポートしている。

　ＶＳＡＴシステムでは、多数のＶＳＡＴとネットワーク

の中心となる中心局（ＨＵＢ局）とが衛星回線を通して

結ばれている。一般的に、衛星電力を効率的に使用す

るため､ＨＵＢ局は比較的大型のアンテナを有し､HUB

局を中心とした星型（スター型）ネットワークとなっ

ている。ＶＳＡＴシステムの一般的な構成をFig. 6に示

す。

　ＶＳＡＴは直径が1.2m～1.8mの小型アンテナと屋外

ユニット（ＯＤＵ : Out Door Unit)及び屋内ユニット

　（ＩＤＵ: In Door Unit)から構成され、地方の支店、

営業所等に設置し、コンピュータ端末、電話、ＦＡＸ等

と接続される。

　ＨＵＢ局はアンテナ直径が3.5m～11mの比較的大型

アンテナを持ち、本社及び本店等のホストコンピュー

タと接続され、衛星回線を通してデータの送受及び回

線制御等、システム全体の監視・制御を行う。

　通信形態は、通常ＨＵＢ局とＶＳＡＴ間で双方向通信

が行われ､ＶＳＡＴ相互間の通信は、ＨＵＢ局を経由する

ダブルホップとなる。

　また、衛星回線特有の現象である伝送遅延を補償す

るため、ＨＵＢ局及びＶＳＡＴ局では、ユーザプロトコル

と衛星回線内プロトコルの変換等を行っている。

５．気象データ伝送への応用

　前記ＶＳＡＴシステムを応用して、気象データの伝送

について検討を行ったので以下に述べる。

５．１　前提条件

　本検討を行うにあたり、気象データの伝送形態は現

状のままとし、以下の様な前提条件で検討を行った。

　・　中枢局：１局

　　　ＶＳＡＴシステムにおけるＨＵＢ局の機能を有し、

　　気象データ伝送に関して中枢となる局。

　・　地方中枢局：数局

　　　地震・火山等のアナログデータを受信・処理し、

　　処理されたデータを中枢局へ伝送する。また、数

　　値データ等のディジタルデータを送・受信する局

　　で、地方における中枢となる局。

　・　地方局－I :80局

　　　地方局のコンピュータ端末と(4.8kbps)接続さ

　　れ、数値データ等のディジタルデータを送・受信

　　する局。

　・　地方局― IT : 120局

　　　数値データ等のディジタルデータの送・受信及

　　び、地震・火山等の観測装置と接続され(4.8

― 14 ―
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　　kbpｓ）、アナログデータを地方中枢局へ送信をす

　　る局。

５．２　地球局の構成

　１）中枢局（ＨＵＢ局）

　　　中枢局は､ホストコンピュータと接続され､ディ

　　ジタルデータの収集を行い、編集・処理したデー

　　タを全ての局へ配信する。中枢局の構成は、約5.5

　　mφのアンテナを含むＲＦ部、ベースバンド部及び

　　衛星ネットワーク制御部（回線制御部）等によっ

　　て構成される。(Fig. 7)

　2）地方中枢局

　　　地方中枢局は、アナログデータ処理用のホスト

　　コンピュータと接続され、地震・火山等のアナロ

　　グデータの収集・処理を行い、処理したデータを

　　中枢局へ伝送する。

　　　局の構成は、約5.5mφのアンテナ装置を含む

　　ＲＦ部､ベースバンド部等からなるアナロクデータ

　　処理用の装置と、ディジタルデータ送・受信用の

　　約1.8mφのアンテナ装置、室外装置（ＯＤＵ）及び

　　室内装置（ＩＤＵ）等からなっている。(Fig. 8)

　3）地方局－Ｉ（ディジタルデータのみを伝送する

　　局：VSAT-- Ｄ

　　　地方局－Ｉはコンピュータ端末と接続され、

　　ディジタルデータを中枢局に伝送する超小型地球

　　局であり、約1.8mφのアンテナ装置、室外装置

　　　（ＯＤＵ）及び室内装置（ＩＤＵ）等からなってい

　　る。(Fig. 9)

　4）地方局－II（ディジタルデータとアナログデー

　　タを伝送する局：ＶＳＡＴ－ＩＩ）

　　　地方局一IIは、地震・火山等の観測に用いられ

　　ているセンサ及びテレメータ装置等と接続され、

　　また、コンピュータ端末とも接続され、アナログ

　　データ及びディジタルデータの伝送を行う。

　　　局の構成は、約1.8mφのアンテナ装置、アナロ

　　グデータとディジタルデータの伝送を行うための、

　　室外装置（ＯＤＵ）および室内装置（ＩＤＵ）等から

　　なる。(Fig. 10)

5.3　回線構成

　気象データの伝送回線を次の３種類に分類して、回

線構成及び伝送方法の検討を行った。

　１）同報データ伝送回線

　　　同報データの伝送は、中枢局が作成した各種気

　　象データ（数値データ、ディジタルＦＡＸ等）をパ

　　ケット化して、地方局へ一斉に配信する回線であ

　　る。この回線は、衛星通信の特長の一つである同

　　報佳を生かしたものであり、伝送時間の短縮が図

　　れる。

　　　この回線は､ＳＣＰＣの回線を1ch割当て、データ

　　にはヘッダを付加し、地方局側で必要なデータの

　　みを抽出する形態とした。(Fig. 11)

　2）ディジタルデータ伝送回線

　　　本回線は、地方局から数値データ等のディジタ

　　ルデータを中枢局に伝送する回線であり、１局当

　　たりのデータは比較的小容量で連続性は少ないが、

　　特定の時間帯に多数局からデータが集中する回線

　　である。

　　　このためディジタルデータの伝送は、データを

　　パケット化してＡＡ／ＴＤＭＡで伝送する方法とし

　　た。したがって、データ量の少ないデータは、衛

　　星中継器上で衝突する確率が少ないので、ランダ

　　ムアクセス方式となり、データ量の多いデータは、

　　衛星中継器で衝突する確率が高いため予約方式と

　　なり、回線効率の向上が図られる。(Fig. 12)

　3）アナログデータ伝送回線

　　　本回線は、地方局の地震・火山等の観測に用い

　　られている各種センサ及びテレメータ等のアナロ

　　グデータを伝送する回線である。

　　　一般にアナログデータを伝送する方法としては、

　　アナログのまま伝送する方法と、ディジタルに変

　　換して伝送する方法がある。アナログデータのま

　　ま伝送する場合には、専用チャンネルを割り当て

　　て伝送する必要があるが、局数が多くなると衛星

　　中継器の所要帯域幅が広がりネットワークの構成

　　が困難となる。

　　　このデータは常時連続して伝送する必要がある

　　ので、回線構成等をできるだけ簡単にしなければ

　　ならず、このためアナログ／ディジタル変換した

　　後、ＰＡ／ＴＤＭＡで伝送する。(Fig. 13)

　　　この場合、送信側はあらかじめ決められたタイ

　　ムスロットにデータを送信し、受信側では規則的

　　に送られてくるデータを受信して、必要な処理を

　　行い連続データとして再生する。

５．４　ネットワークの容量

　１）ディジタルデータ回線

　　　１局当たりの平均伝送時間を１分として、地方

　　局（200局）ｶゝらのデータを10分間で集信するとし

　　た場合、データの伝送速度Ｘ（bpｓ）は、

　　　Ｘ（bpｓ）＝200×4800×60/（10×60）

－17－
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　　　　　　　　＝96000bps(96kbps)

　　　　　　　　となる。

　　　これに送信予約時間及びガードタイム等を考慮

　　して、一般に使用されている回線で考えると、64

　　kbpsの回線が2ch必要となる。これに、中枢局か

　　らの回線制御用として1ch必要になるので、64

　　kbpsの回線は3ch必要となる。

　２）アナログデータ回線

　　　アナログデータの伝送速度を64kbpsとした場

　　合、端末からのアナログデータを１回線で10局分

　　伝送することが出来る。（4.8kｘ10十ガードタイ

　　ム等≒64k)したがって120局をカバーするために

　　は、64kbpsの回線が12ch必要になる。

　３）回報回線

　　　現在のＡＤＥＳＳ回線を考慮にいれて、9.6bps回

　　線を1chとして検討した。

　　　以上の検討結果から回線数をまとめると表－２

　　のようになる。

５．５　衛星中継器の所要帯域幅

　所要帯域幅は、変調方式を２相位相変調とし、誤り

訂正符号等を考慮に入れて検討した。

　各回線の所要帯域幅は次のとおりである。

　・同報回線:SCPC

　　　9.6kbps、2相位相変調（ＢＰＳＫ）：約50KHz

　・ディジタルデータ回線：AA/TDMA

　　　64kbps、２相位相変調（ＢＰＳＫ）：約250KHz

　・アナログデータ回線：PA/TDMA

-

ら
ｒ
こ

シ

VSAT一皿

沓
HUB

(見失、

マ
こ
　
　
回

Fig. 12　Digital Data Network

口半=|=1
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Analog, Data Processing Station

几

　マ

VSAT-n

Fig. 13　Analog Data Network

　　　64kbps、2相位相変調(ＢＰＳＫ):約250KHz

となる。

　したがって、全体の所要帯威幅は、

　50(ＫＨｚ)×1＋250(ＫＨｚ)×3＋250(ＫＨｚ)×12＝

3､800KHｚとなり、約4 MHzの帯威幅があれば伝送可

能となる。衛星中継器上の各キャリアの配列はFig. 14

の様になる。

　また、４相位相変調(ＱＰＳＫ)方式等を採用して所要

帯威福を狭くすることも考えられるが、回線設計等詳

細に検討を行って諸元の決定を行う必要がある。
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Broa･Jcast ing Data

　SCPC 9.6kbps

l ch

Analog Data PA/TDMA 64kbps

Digital Data
　AA/TDMA
　64kbps

　　　　　　　　12 ch

Fig. 14　Carrier assignment on SatelliteTransponder

3 ch

表－２　各局間の回線数

局　間
AA/TDMA
64kbps　BPSK
　(ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀ)

PA/TDMA
64kbps　BPSK
　(ｱﾅﾛｸﾞﾃﾞｰﾀ)

　SCPC
　9.6KbPS
(同報ﾃﾞｰﾀ)

中枢局　⇒地方中枢局

　　　　　　地方局

中枢局　ぐ==･地方中枢局

　　　　　　地方局

ｱﾅﾛｸﾞﾃﾞｰﾀぐ==･地方局－ｎ

処理局

1 ch

2 ch

　-

1 2 ch

1 ch

５。６　回線設計

　現在ＶＳＡＴシステムでは、12/14GHZの周波数が使

用されており、汎用のＶＳＡＴシステムの諸元をもと

に、気象データ伝送回線の回線計算について検討を

行った。（表－３）

　この回線設計では、降雨減衰を考慮していないので、

実際には各地球局における降雨量等を考慮した降雨

マージンを含めて計算する必要がある。

５。まとめ

　これまでの検討結果からＶＳＡＴシステムを用いて、

現在の気象データ伝送を衛星回線で行うことは、技術

的に可能であると考えられる。更に、ネットワークを

構成する地球局設俺等は、これから多様化する。－ザ

のニーズに対応させるため、より柔軟で経済的なもの

となることが予想されるので、既存の地上回線を衛星

回線で構成することが現在より容易になると思われる。

　衛星回線を利用するにあたっては、使用周波数帯、

中継器の帯域幅、既存の地上システムとのインター

フェース及び地上回線から衛星回線への移行方法等検

討しなければならない問題が多く残っている。

　本検討では、気象データの伝送形態等は現状のまま

で行われることを前提としているので、伝送するデー

タ量及び伝送形態等が変化した場合は、これに適した

衛星通信による伝送方式等をさらに検討する必要があ

る。

－19－
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